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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第113期

第３四半期
連結累計期間

第114期
第３四半期
連結累計期間

第113期

会計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 (百万円) 1,089,408 1,191,705 1,567,843

経常利益 (百万円) 37,610 69,076 56,246

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
(百万円) 23,568 43,476 33,397

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 63,938 31,392 111,329

純資産額 (百万円) 434,512 505,772 481,896

総資産額 (百万円) 1,625,143 1,731,328 1,703,399

１株当たり

四半期（当期）純利益
(円) 30.04 55.41 42.56

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
(円) 30.01 55.37 42.53

自己資本比率 (％) 26.5 28.9 28.0

 

回次
第113期

第３四半期
連結会計期間

第114期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
(自　平成26年10月１日
 至　平成26年12月31日)

(自　平成27年10月１日
 至　平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益 (円) 15.12 24.77

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので，提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２　売上高には，消費税等は含まれていない。

３　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を第１四半期連結累計期間か

ら適用し，従来「四半期（当期）純利益」と表示していたものを「親会社株主に帰属する四半期（当期）純

利益」と表示している。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において，当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の

内容について，重要な変更はない。また，主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】
 

　　　「第２ 事業の状況」に記載している金額には，消費税等は含まれていない。

 

１【事業等のリスク】

　　　当第３四半期連結累計期間において，新たに発生した事業等のリスクはない。

　　 また，前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

 

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項なし。
 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

①業績等の概要

　当第３四半期連結累計期間の日本経済は，新興国経済の減速の影響が見られたものの，個人消
費は底堅く推移し，企業収益にも改善が見られたため，緩やかな回復基調が続いた。
　建設業界においては，民間工事で製造業を中心に設備投資が増加し，住宅投資にも持ち直しが
見られた。一方，官公庁工事で前年同期に大型案件の出件があった反動などにより，業界全体の
受注高は前年同期をやや下回る水準で推移した。
　当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は，完成工事高の増加などから，前年同期
に比べ9.4％増加し１兆1,917億円となった。利益については，完成工事総利益率の改善による売
上総利益の増加などにより，営業利益は前年同期に比べ119.7％増加し670億円，経常利益は
83.7％増加し690億円，親会社株主に帰属する四半期純利益は84.5％増加し434億円となった。

　セグメントの業績は次のとおりである。（セグメントの業績については，セグメント間の内部
売上高又は振替高を含めて記載している。また，報告セグメントの利益は，四半期連結財務諸表
の作成にあたって計上した引当金の繰入額及び取崩額を含んでいない。なお，セグメント利益
は，四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。）
 

(当社建設事業)
　当社建設事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は，前年同期に比べ8.2％増加し9,877億円
となり，セグメント利益は完成工事総利益率の改善などにより，前年同期に比べ82.7％増加し520
億円となった。

 

(当社投資開発事業)
　当社投資開発事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は，前年同期に比べ67.0％増加し242億
円となり，セグメント利益は前年同期に比べ53.0％増加し39億円となった。
 
(その他)
　当社が営んでいるエンジニアリング事業や子会社が営んでいる各種事業の当第３四半期連結累
計期間の売上高は，前年同期に比べ12.0％増加し3,235億円となり，セグメント利益は前年同期に
比べ15.0％増加し117億円となった。

②財政状態の分析
(資産の部)
　当第３四半期連結会計期間末の資産の部は，現金同等物（現金預金及び有価証券に含まれる譲
渡性預金）は減少したものの，受取手形・完成工事未収入金等の増加などにより，前連結会計年
度末に比べ279億円増加し１兆7,313億円となった。
 

(負債の部)
　当第３四半期連結会計期間末の負債の部は，支払手形・工事未払金等が減少したものの，未成
工事受入金や有利子負債の増加などにより，前連結会計年度末に比べ40億円増加し１兆2,255億円
となった。
　なお，連結有利子負債の残高は4,185億円となり，前連結会計年度末に比べ429億円の増加と
なった。
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(純資産の部)
　当第３四半期連結会計期間末の純資産の部は，親会社株主に帰属する四半期純利益の計上に伴
う利益剰余金の増加などにより，前連結会計年度末に比べ238億円増加し5,057億円となった。ま
た，自己資本比率は前連結会計年度末に比べ0.9ポイント増加し28.9％となった。

 

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において，当社グループが対処すべき課題について重要な変更はな
い。
 

　(3) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における研究開発費は60億円である。なお，当第３四半期連結累計
期間において，当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,500,000,000

計 1,500,000,000

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 788,514,613 788,514,613

東京証券取引所
(市場第一部)
名古屋証券取引所
(市場第一部)

 権利内容に何ら限定

 のない株式であり，

 単元株式数は1,000株

 である。

計 788,514,613 788,514,613 ― ―

 

(2)【新株予約権等の状況】

当第３四半期会計期間において発行した転換社債型新株予約権付社債は，次のとおりである。

2020年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債（平成27年10月16日発行）

決議年月日 平成27年9月30日　取締役会決議

新株予約権の数 3,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 22,189,349株（注１）

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり　1,352円（注２）

新株予約権の行使期間
平成27年10月30日から平成32年10月２日まで（行使請求受付場所

現地時間）（注３）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　1,352円

資本組入額　　676円
（注４）

新株予約権の行使の条件 （注５）

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権は，転換社債型新株予約権付社債に付されたもので

あり，本社債からの分離譲渡はできないものとする。

代用払込みに関する事項

各本新株予約権の行使に際しては，当該本新株予約権に係る本社

債を出資するものとし，当該本社債の価額は，その額面金額と同

額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
（注６）

（注１）本新株予約権の目的である株式の種類及び内容は当社普通株式（単元株式数1,000株）とし，その行使により当

社が当社普通株式を交付する数は，行使請求に係る本社債の額面金額の総額を下記（注２）記載の転換価額で除

した数とする。但し，行使により生じる１株未満の端数は切り捨て，現金による調整は行わない。

（注２）（１）各本新株予約権の行使に際しては，当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし，当該本社債の価

額は，その額面金額と同額とする。

（２）払込金額（以下「転換価額」という。）は，当初１株当たり1,352円とする。

（３）転換価額は，本新株予約権付社債の発行後，当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式

を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合，下記の算式により調整される。なお，下記の

算式において，「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）の総数をい

う。
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     既発行

株式数
＋

発行又は

処分株式数
×

１株当たりの

払込金額

 

 

調整後

転換価額
＝

調整前

転換価額
×

時　価

既発行株式数 ＋
発行又は

処分株式数

また，転換価額は，当社普通株式の分割又は併合，一定の剰余金の配当，当社普通株式の時価を下回る価

額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の

発行が行われる場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。

（注３）平成27年10月30日から平成32年10月２日まで（行使請求受付場所現地時間）とする。但し，①当社による本社債

の繰上償還の場合は，償還日の東京における３営業日前の日まで（但し，本新株予約権付社債の要項に定める税

制変更による繰上償還の場合に，繰上償還を受けないことが選択された本社債に係る新株予約権を除く。），②

当社による本新株予約権付社債の取得がなされる場合，又は当社による本社債の買入消却がなされる場合は，本

社債が消却される時まで，また③本社債の期限の利益の喪失の場合は，期限の利益の喪失時までとする。上記い

ずれの場合も，平成32年10月２日（行使請求受付場所現地時間）より後に本新株予約権を行使することはできな

い。

上記にかかわらず，当社による本新株予約権付社債の取得の場合，取得通知の翌日から取得日までの間は本新株

予約権を行使することはできない。また，当社の組織再編等を行うために必要であると当社が合理的に判断した

場合，組織再編等の効力発生日の翌日から起算して14日以内に終了する30日以内の当社が指定する期間中，本新

株予約権を行使することはできない。

上記にかかわらず，本新株予約権の行使の効力が発生する日本における暦日（又は当該暦日が東京における営業

日でない場合，その東京における翌営業日）が，当社の定める基準日又は社債，株式等の振替に関する法律第

151条第１項に関連して株主を確定するために定められたその他の日（以下，当社の定める基準日と併せて「株

主確定日」と総称する。）の東京における２営業日前の日（又は当該株主確定日が東京における営業日でない場

合，その東京における３営業日前の日）（同日を含む。）から当該株主確定日（又は当該株主確定日が東京にお

ける営業日でない場合，その東京における翌営業日）（同日を含む。）までの期間に当たる場合，本新株予約権

を行使することはできない。但し，社債，株式等の振替に関する法律に基づく振替制度を通じた新株予約権の行

使に係る株式の交付に関する日本法，規制又は慣行が変更された場合，当社は，本段落による本新株予約権を行

使することができる期間の制限を，当該変更を反映するために修正することができる。

（注４）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は，会社計算規則第17条の定めると

ころに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし，計算の結果１円未満の端数を生じる場合

はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は，資本金等増加限度額より増加する資本金の額を

減じた額とする。

（注５）（１）各本新株予約権の一部行使はできない。

（２）平成32年７月16日（同日を含む。）までは，本新株予約権付社債権者は，ある四半期の最後の取引日（以

下に定義する。）に終了する20連続取引日において，当社普通株式の終値が，当該最後の取引日において

適用のある転換価額の130％を超えた場合に限って，翌四半期の初日から末日（但し，平成32年７月１日

に開始する四半期に関しては，平成32年７月16日）までの期間において，本新株予約権を行使することが

できる。但し，本（２）記載の本新株予約権の行使の条件は，以下①，②及び③の期間は適用されない。

①　当社が，本新株予約権付社債権者に対して，本社債の繰上償還の通知を行った日以後の期間（但し，

繰上償還を受けないことが選択された本社債に係る本新株予約権を除く。）

②　（ⅰ）株式会社格付投資情報センター若しくはその承継格付機関（以下「Ｒ＆Ｉ」という。）による

当社の発行体格付がＢＢＢ－以下である期間，（ⅱ）Ｒ＆Ｉにより当社の発行体格付が付与されなく

なった期間，又は（ⅲ）Ｒ＆Ｉによる当社の発行体格付が停止若しくは撤回されている期間

③　当社が組織再編等を行うにあたり，上記（注３）記載のとおり本新株予約権の行使を禁止しない限

り，本新株予約権付社債の要項に従い本新株予約権付社債権者に対し当該組織再編等に関する通知が

最初に要求される日（同日を含む。）から当該組織再編等の効力発生日（同日を含む。）までの期間

「取引日」とは，株式会社東京証券取引所が開設されている日をいい，終値が発表されない日を含まな

い。

（注６）（１）組織再編等が生じた場合，当社は，承継会社等（以下に定義する。）をして，本新株予約権付社債の要項

に従って，本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ，かつ，本新株予約権に代わる新たな

新株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとする。但し，かかる承継及び交付については，

（ⅰ）その時点で適用のある法律上実行可能であり，（ⅱ）そのための仕組みが既に構築されているか又

は構築可能であり，かつ，（ⅲ）当社又は承継会社等が，当該組織再編等の全体から見て不合理な（当社

がこれを判断する。）費用（租税を含む。）を負担せずに，それを実行することが可能であることを前提

条件とする。かかる場合，当社は，また，承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上場

会社であるよう最善の努力をするものとする。本（１）に記載の当社の努力義務は，当社が本新株予約権
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付社債の財務代理人に対して，承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において，理由の如何を問わ

ず，日本の上場会社であることを当社は予想していない旨の証明書を交付する場合，適用されない。

「承継会社等」とは，組織再編等における相手方であって，本新株予約権付社債及び／又は本新株予約権

に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。

（２）上記（１）の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。

①　新株予約権の数

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に係る本新株予約権の数と

同一の数とする。

②　新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は，当該組織再編等の条

件等を勘案のうえ，本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか，下記（ⅰ）又は（ⅱ）に従

う。なお，転換価額は上記（注２）（３）と同様の調整に服する。

（ⅰ）一定の合併，株式交換又は株式移転の場合，当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約

権を行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承

継会社等の普通株式の数を，当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を

行使したときに受領できるように，転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の

普通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは，当該証券又は財産の価値を承継会

社等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領さ

せる。

（ⅱ）上記以外の組織再編等の場合，当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した

場合に本新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を，当該組織再編等の効力発

生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように，転換価額を定め

る。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

承継会社等の新株予約権の行使に際しては，承継された本社債を出資するものとし，当該本社債の価

額は，承継された本社債の額面金額と同額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編等の効力発生日（場合によりその14日後以内の日）から，上記（注３）に定める本新株

予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥　その他の新株予約権の行使の条件

承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。また，承継会社等の新株予約権の行使

は，上記（注５）（２）と同様の制限を受ける。

⑦　承継会社等による新株予約権付社債の取得

承継会社等は，承継会社等の新株予約権及び承継された本社債を，本新株予約権付社債の要項に定め

るものと同様に取得することができる。

⑧　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は，会社計算

規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし，計算の

結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は，資

本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

⑨　組織再編等が生じた場合

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも，本新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。

⑩　その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て，現金による調整は行わな

い。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。

（３）当社は，上記（１）の定めに従い本社債に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継させる場

合，本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか，本新株予約権付社債の要項に従

う。
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(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項なし。

 

(4)【ライツプランの内容】

 該当事項なし。
 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年10月１日～
平成27年12月31日

― 788,514,613 ― 74,365 ― 43,143

 

(6)【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため，記載事項はない。
 

(7)【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については，株主名簿の記載内容が確認

できないため，記載することができないことから，直前の基準日（平成27年９月30日）に基づ

く株主名簿により記載している。

 

①【発行済株式】

(平成27年９月30日現在)
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式

2,576,000

― 　単元株式数1,000株

完全議決権株式(その他)
普通株式

783,219,000

 

783,218
　同上

単元未満株式
普通株式

2,719,613
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 788,514,613 ― ―

総株主の議決権 ― 783,218 ―

　（注）　完全議決権株式(その他)の株式数には，株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式
1,000株を含めている。なお，議決権の数には，これらの株式に係る議決権を含めていない。

 

②【自己株式等】

　　(平成27年９月30日現在)
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
清水建設株式会社

東京都中央区京橋二丁目16番１号 2,576,000 ― 2,576,000 0.33

計 ― 2,576,000 ― 2,576,000 0.33

　（注）　このほか，株主名簿上は当社名義となっているが，実質的に所有していない株式が1,000株ある。
当該株式数は上記「発行済株式」の完全議決権株式(その他)の株式数に含めている。
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２【役員の状況】

  該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は，「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（平成19年内閣府令第64号）に準拠して作成し，「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載している。

 

２ 監査証明について

　当社は，金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき，第３四半期連結会計期間（平成27

年10月１日から平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平

成27年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について，新日本有限責任監査法人による四半

期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 176,482 93,339

受取手形・完成工事未収入金等 472,367 555,971

有価証券 66,239 111,102

販売用不動産 26,353 19,400

未成工事支出金 63,232 92,331

開発事業支出金 32,755 36,793

ＰＦＩ事業等たな卸資産 63,748 57,116

その他 138,723 123,001

貸倒引当金 △1,229 △992

流動資産合計 1,038,673 1,088,063

固定資産   

有形固定資産 231,229 229,720

無形固定資産 4,281 4,065

投資その他の資産   

投資有価証券 409,927 391,601

その他 21,691 20,175

貸倒引当金 △2,403 △2,298

投資その他の資産合計 429,215 409,478

固定資産合計 664,725 643,264

資産合計 1,703,399 1,731,328

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 454,576 412,033

短期借入金 132,401 126,806

1年内返済予定のノンリコース借入金 7,511 9,448

コマーシャル・ペーパー － 25,000

1年内償還予定の社債 － 10,000

1年内償還予定のノンリコース社債 2,101 839

未成工事受入金 86,690 116,011

完成工事補償引当金 3,228 3,356

工事損失引当金 29,042 18,470

役員賞与引当金 51 －

その他 114,959 117,318

流動負債合計 830,562 839,283

固定負債   

社債 90,000 80,000

転換社債型新株予約権付社債 － 30,143

ノンリコース社債 17,899 16,781

長期借入金 85,469 74,762

ノンリコース借入金 40,197 44,750

関連事業損失引当金 7,033 1,587

退職給付に係る負債 55,074 52,946

その他 95,266 85,298

固定負債合計 390,940 386,272

負債合計 1,221,502 1,225,555

 

EDINET提出書類

清水建設株式会社(E00053)

四半期報告書

11/20



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 74,365 74,365

資本剰余金 43,143 43,144

利益剰余金 167,283 203,661

自己株式 △1,533 △1,567

株主資本合計 283,259 319,604

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 169,474 157,754

繰延ヘッジ損益 41 57

土地再評価差額金 25,667 25,298

為替換算調整勘定 1,758 673

退職給付に係る調整累計額 △3,291 △2,478

その他の包括利益累計額合計 193,649 181,305

非支配株主持分 4,987 4,863

純資産合計 481,896 505,772

負債純資産合計 1,703,399 1,731,328
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高   

完成工事高 1,001,264 1,086,744

開発事業等売上高 88,144 104,960

売上高合計 1,089,408 1,191,705

売上原価   

完成工事原価 929,672 981,298

開発事業等売上原価 77,600 91,443

売上原価合計 1,007,273 1,072,741

売上総利益   

完成工事総利益 71,591 105,446

開発事業等総利益 10,543 13,516

売上総利益合計 82,135 118,963

販売費及び一般管理費 51,605 51,877

営業利益 30,529 67,086

営業外収益   

受取利息 978 946

受取配当金 3,584 4,228

その他 6,863 1,971

営業外収益合計 11,426 7,145

営業外費用   

支払利息 2,525 2,382

為替差損 － 1,251

その他 1,819 1,521

営業外費用合計 4,345 5,155

経常利益 37,610 69,076

特別利益   

固定資産売却益 2,133 673

特別利益合計 2,133 673

特別損失   

固定資産売却損 86 221

特別損失合計 86 221

税金等調整前四半期純利益 39,656 69,528

法人税等 15,759 25,919

四半期純利益 23,896 43,608

非支配株主に帰属する四半期純利益 327 132

親会社株主に帰属する四半期純利益 23,568 43,476
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 23,896 43,608

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 37,994 △11,741

繰延ヘッジ損益 19 49

為替換算調整勘定 952 △1,376

退職給付に係る調整額 1,060 822

持分法適用会社に対する持分相当額 15 29

その他の包括利益合計 40,041 △12,216

四半期包括利益 63,938 31,392

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 63,500 31,500

非支配株主に係る四半期包括利益 438 △107
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結

合会計基準」という。），「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成

25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企

業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を第１四

半期連結会計期間から適用し，支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動に

よる差額を資本剰余金として計上するとともに，取得関連費用を発生した連結会計年度の費

用として計上する方法に変更した。また，第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企

業結合の会計処理については，暫定的な時価の確定による取得原価の配分額の見直しを企業

結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更する。加

えて，四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を

行っている。当該表示の変更を反映させるため，前第３四半期連結累計期間及び前連結会計

年度については，四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っている。

　企業結合会計基準等の適用については，企業結合会計基準第58－２項（４），連結会計基

準第44－５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに

従っており，第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用している。

　なお，これによる当第３四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益，当第３四半期

連結会計期間末の資本剰余金に与える影響はない。
 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

　　税金費用の計算 　税金費用については，当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り，税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

 

（四半期連結貸借対照表関係）
１　保証債務

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

従業員の住宅取得資金借入に対する保証額 332百万円 249百万円

 

２　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

連結子会社における受取手形割引高 806百万円 1,281百万円

 

EDINET提出書類

清水建設株式会社(E00053)

四半期報告書

15/20



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお，第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は，次のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 8,247百万円 8,448百万円

 

 

（株主資本等関係）
前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式  2,750百万円 ３円50銭 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月10日

取締役会
普通株式  2,750百万円 ３円50銭 平成26年９月30日 平成26年12月２日 利益剰余金

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式  3,536百万円 ４円50銭 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月９日

取締役会
普通株式  3,929百万円 　 ５円 平成27年９月30日 平成27年12月２日 利益剰余金
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（セグメント情報等）
【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 当社建設 当社投資開発
その他
(注２)

合計
調整額
（注３）

四半期連結損益
計算書計上額

売上高       

外部顧客への売上高 903,668 14,414 171,324 1,089,408 － 1,089,408

セグメント間の内部

売上高又は振替高
8,995 87 117,544 126,627 △126,627 －

計 912,664 14,502 288,869 1,216,035 △126,627 1,089,408

セグメント利益（注１） 28,476 2,568 10,232 41,277 △10,748 30,529

（注）１　セグメント利益は，四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。なお，報告セグメン

トの利益には，引当金の繰入額及び取崩額を含んでいない。

　　　２　「その他」の区分は，報告セグメントに含まれない事業セグメントであり，当社が営んでいるエ

ンジニアリング事業や子会社が営んでいる各種事業を含んでいる。

　　　３　セグメント利益の調整額△10,748百万円は，セグメント間取引消去等である。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 当社建設 当社投資開発
その他
(注２)

合計
調整額
（注３）

四半期連結損益
計算書計上額

売上高       

外部顧客への売上高 972,110 24,029 195,565 1,191,705 － 1,191,705

セグメント間の内部

売上高又は振替高
15,665 188 127,973 143,827 △143,827 －

計 987,775 24,218 323,538 1,335,532 △143,827 1,191,705

セグメント利益（注１） 52,035 3,930 11,768 67,733 △647 67,086

（注）１　セグメント利益は，四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。なお，報告セグメン

トの利益には，引当金の繰入額及び取崩額を含んでいない。

　　　２　「その他」の区分は，報告セグメントに含まれない事業セグメントであり，当社が営んでいるエ

ンジニアリング事業や子会社が営んでいる各種事業を含んでいる。

　　　３　セグメント利益の調整額△647百万円は，セグメント間取引消去等である。

 

EDINET提出書類

清水建設株式会社(E00053)

四半期報告書

17/20



（１株当たり情報）
　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎，潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は，以下

のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 30.04円 55.41円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 23,568 43,476

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
23,568 43,476

普通株式の期中平均株式数（千株） 784,644 784,605

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 30.01円 55.37円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）

（関連会社における新株予約権が，権利行使さ

れた場合の持分法投資利益減少額）

△22 △29

普通株式増加数（千株） － －

希薄化効果を有しないため，潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で，前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

― ―

 

 

２【その他】

 平成27年11月９日開催の取締役会において，当期中間配当に関し，次のとおり決議した。

　（１）中間配当による配当金の総額………………3,929百万円

　（２）１株当たりの金額……………………………５円
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月10日

清水建設株式会社

取締役社長　宮本　洋一殿

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岸　 洋平　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　政人　　㊞

 
 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている清水建設株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、清水建設株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

(注)１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管している。

　　２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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